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9月定例会の日程

太田市議会事務局
　0276‒47‒1806　　　0276‒47‒1860
E-mail:otagikai@mx.city.ota.gunma.jp

９月２日㈬　本会議　一般質問
９月３日㈭　本会議　一般質問
９月４日㈮　本会議　一般質問、市長提出議案の説明
９月８日㈫　本会議　議案質疑、委員会付託
９月10日㈭　総務企画委員会　市民文教委員会
９月11日㈮　健康福祉委員会　都市産業委員会
９月15日㈫～17日㈭　決算特別委員会
９月24日㈭　本会議　委員長報告など

※9:30開会。日程・時間は変更の場合あり。

　新型コロナウイルス感染症拡大の状況により、傍聴の自粛を
お願いする可能性があります。
　詳しくは太田市議会ホームページをご覧いただくか、お電話
等でお問い合わせください。

ごあいさつ
市民の皆さまには、日頃より

市議会に対しまして、格別なご
理解とご協力を賜り、厚く御礼
申し上げます。
さて、現在の世界情勢は、感

染症の猛威に押され、停滞して
おります。このコロナ禍の収束
が見えない中、私たちの暮らし
は、大きく変化をいたしました。
その中で、市民の声を一番近

くで聞き、市政へ届けることが
できる議員の役割は、環境の変
化に素早く対応し、時代に合った市民サービスを提案し続けることで
す。議会機能のアップデートを積み重ね、さらに住みよいまちづくり
に努めて参ります。
本市議会では、5月 15日の臨時会において、第 17代副議長が就任

いたしました。議長、副議長ともに力を合わせ、市民の代表として信
頼され、開かれた議会を目指していく所存でございます。
また、新たに議会改革推進特別委員会を設置し、議員一人ひとりが、

改革の歩みを止めることなく、議員としての覚悟を持って、さらに改
革を進めて参ります。
なお、この有事に際しては、太田市民のくらしの安全・安心を守る

とともに、本市の発展に全力で取り組んで参りますので、引き続き、
市民の皆さまのご協力をお願い申し上げます。

議　長

久保田　俊
副議長

正田　恭子

古代蓮（常楽寺　上田島町）
７月から８月にかけて、可

かれん

憐な花が水面を彩ります。

撮影：巻島芳明さん
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議　員　（仮称）市民体育館（以下：新
体育館）の建設の目的を伺います。
文化スポーツ部長　市民体育館の避難
所としての機能強化、利用者の安全確保
と利便性の向上、また、プロスポーツ興業
等も視野に入れた施設の建設による市の
ブランド力の向上を図ります。
議　員　新体育館の建設費の総額を伺
います。
文化スポーツ部長　類似施設を参考に、
54億円と積算しています。
議　員　建設費用の増加も懸念されま
すが、予算に捉われて使い勝手に影響が
出ることは誰も望みません。建設費用が
予算額を超えた場合の財源の確保につ
いて、市長の所見を伺います。
市　長　国の補助金や企業版ふるさと
納税の活用により、市の持ち出し費用を
全体の5分の1強に抑えられるため、予算
内で建設できると考えています。
議　員　新体育館を避難所の拠点とす
る場合、周辺道路の冠水により避難や緊

議　員　収納課で扱う強制徴収公債権
の不納欠損について、どのような基準で
処理を行っているのか伺います。
総務部長　各債権の関係法令の規定に
より、時効や徴収困難な事案について担
当課で不納欠損処理を行っています。今
後、債権管理条例を制定し、その中で統
一的な基準を定めたいと考えます。
議　員　本市において自力執行権を有
する強制徴収公債権には、税のほかに介
護保険料や保育料等があり、質問調査権
により担当課間の連携も可能と思われま
すが、各課における情報共有の現状につ
いて伺います。
総務部長　積極的な情報共有は行われ

議　員　風疹は、大人が感染すると重症
化しやすく、妊婦にとっては胎児に影響が
及ぶことがある危険な感染症です。風疹
の流行状況について伺います。
健康医療部長　平成30年7月末から流
行が広がっており、全国で平成30年は
2,917人、令和元年は2,306人の罹

り

患
かん

者が報告されています。
議　員　風疹の予防接種と抗体検査の
助成状況について伺います。
健康医療部長　昭和37年4月2日から
54年4月1日までの間に生まれた男性に
対し、抗体検査と予防接種の助成を行っ
ています。また、平成25年度から本市独
自の事業として、妊娠中または妊娠希望
の女性と、そのパートナーで風疹ワクチン
を2回以上接種したことがない人に対し、
風疹ワクチン接種に3千円、麻疹・風疹
混合ワクチン接種に5千円の助成を行っ
ています。
議　員　今後、東京2020オリンピック・
パラリンピックの開催に伴う交流人口の

議　員　本市の農用地区域における農
道、用水路等の整備状況と、未整備地域
の今後の整備方針について伺います。
農政部長　地元からの陳情に基づいて
整備を実施しています。今年度は陳情箇
所の耕作状況の再調査を行い、優先順位
を見直しながら進めたいと考えます。未整
備地域については農振農用地区域の整
備を中心に、陳情の多い地域を重点的に
進めていきたいと考えます。
議　員　本市における耕作放棄地の直
近3年間の推移を伺います。
農政部長　平成29年度107.2㌶、30年
度87.0㌶、令和元年度76.0㌶です。
議　員　耕作放棄地の賃借や売買の促
進のための取り組みについて伺います。
農政部長　農業委員等による地権者へ
の個別指導を通じて耕作放棄地の解消
に努めるとともに、農地の賃借や売買を
仲介するなど、担い手農家への農地の集
約に取り組んでいます。
議　員　比較的温暖で日照時間が長く、

急車両の出入りができないことは致命的
な欠点であり、近隣住民から改善の要望
も多い場所です。また、駐車場の確保等、
周辺環境の整備も必要と考えますが、市
長の所見を伺います。
市　長　建設予定地の北側の道路は特
に状況が悪いため、可能な限り今年度に
整備を始めたいと考えます。駐車場につ
いても収容人数より大幅に不足している
ため、弓道場を取り壊して新たに駐車場
をつくる、周辺施設の敷地等を利用するな
どして対応していきたいと考えます。
■その他の質問
・避難所における新型コロナウイルス
感染拡大防止対策について

ていないのが事実です。今後は職員の意
識を高め、徴収すべきは徴収し、放棄すべ
きは放棄するという適正な債権管理に努
めていきたいと考えます。
議　員　分納誓約書と併せた調査同意
書を策定・運用し、情報共有を図ること
で円滑な債権回収が可能になると考えま
すが、副市長の所見を伺います。
副市長　税情報に関する同意を得て調
査や関与をするという内容を、分納誓約
書に折り込みたいと考えます。
議　員　債権回収に関し、著しく徴収が
困難と思われる強制徴収公債権を、各担
当課から収納課へまとめて移管すること
が効果的と考えますが、市長の所見を伺
います。
市　長　滞納者の支払い能力の有無を
きちんと把握して対応するという考え方を
債権管理条例に加えるとともに、公債権
のみならず私債権についても、回収のた
めの独立した課をつくることを検討してい
きたいと考えます。

増加が予想されます。風疹の予防接種を
行わない国もあることから、大会会場等
での感染拡大防止のため、予防接種等
の助成対象を拡大すべきと考えますが、
市長の所見を伺います。
市　長　予防接種等は、基本的には国
の方針に従って実施するものですが、受
験生を対象としたインフルエンザ予防接
種の助成等、本市独自の事業も行ってき
ました。風疹における外国人への対応等
についても、医師会と相談しながら考えて
いきたいと思います。
■その他の質問
・感染症対応専任の救急隊の設置につ
いて

1年を通じて農作物の露地栽培ができる
本市の特性を生かし、農地利用をさらに
促進して大規模農業経営を目指すことに
ついて、市長の所見を伺います。
市　長　太田市であれば1年中農業が
できるということで、昭和村の農業者が世
良田地区で耕作を始めた例があります。
地域の意欲を高めて、それと同様な大規
模な圃

ほ

場
じょう

を整備し、生産性の高い農業が
できるよう、国等の補助金を活用し、行政
として先導していきたいと考えます。
■その他の質問
・治水対策事業の進

しん

捗
ちょく

状況と今後の計
画について
・市街地再開発事業について

（仮称）市民体育館建設事業について

太田クラブ　八長　孝之

本市の債権管理について

創政クラブ　高田　靖

予防接種及び抗体検査への助成について

創政クラブ　松川　翼

農地の環境整備について

創政クラブ　高木　きよし

６月定例会  一般質問要旨
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議　員　4月7日の緊急事態宣言発出
後の、本市清掃センターにおけるごみの
受け入れ状況について伺います。
産業環境部長　直接搬入の車両台数が
前年度比10～13％増加し、ごみステー
ションからの回収量も増加しました。
議　員　昨年4月より、清掃センターへ
直接搬入されるごみについて、事業系と
家庭系で処理手数料に差をつけています
が、実際の搬入量にどのような変化が
あったか伺います。
産業環境部長　平成30年度の搬入量
は事業系2万679㌧、家庭系983㌧でし
たが、令和元年度は事業系2万474㌧、
家庭系1,187㌧であり、事業系は若干減
少したものの家庭系は増加しました。
議　員　昨年度より導入された、市役所
から排出される文書の溶解処理の実績と
今後の取り組みについて伺います。
産業環境部長　当初の目標は150㌧で、
昨年度の実績は6月から3月までで42㌧
でした。今後、全ての公共施設への周知

議　員　本市の奨学金を利用する場合
の申請から決定までの事務の流れについ
て伺います。
教育部長　給付型、貸与型ともに、1月の
仕事始めから末日までの約1カ月間で次
年度の申請受け付けを行い、選考を経て、
3月中に決定しています。
議　員　長年、申請受け付けは年度当
初のみであるようです。新型コロナウイル
ス感染症の影響を考慮し、在学中に親が
解雇や倒産、死亡、離婚等した際には、年
度途中でも申請を受け付け、奨学金を利
用できるようにすべきと考えますが、教育
長の所見を伺います。
教育長　コロナ禍において家庭環境の
急変が想定される事態ですので、随時受
け付けには同感であり、これができるよう
な運用方法を検討していきたいと考えま
す。
議　員　予算編成権は市長にありますの
で、年度途中でも利用可能な奨学金制
度のため、前進的な予算措置を行うこと

議　員　本市独自の施策である小規模
事業者等応援給付金の概要を伺います。
産業環境部長　新型コロナウイルス感染
症の影響で売り上げが減少した小規模
事業者のうち、店舗等を借りて営業してい
る人の家賃等の固定費の負担軽減を図
るため、5月補正予算を基に実施していま
す。また、自己所有の店舗等で営業してい
る人についても、同様の給付金を6月補
正予算にて計上します。
議　員　新型コロナ緊急対策資金の申
請状況と今後の見通しを伺います。
産業環境部長　6月1日現在で137件、
総額33億2,200万円の申請がありまし
た。今後も㈱SUBARUの生産調整の影
響等により売上高が減少した製造業を中
心に、さらなる利用が想定されます。
議　員　医療や情報提供の体制整備に
当たり、県とどのような協力関係が望まれ
るか、所見を伺います。
健康医療部長　必要な体制整備は県が
実施しており、市は県の要請により協力し

を徹底し、取り組みを強化します。
議　員　ごみの減量および再資源化に
ついて、それらに特化した組織づくりの是
非を含め、市長の所見を伺います。
市　長　建設中の新焼却施設の容量
330㌧に対し、令和元年度の1市3町合
計の1日当たりの排出量は359.1㌧とい
う危機的な状況にあります。市民にこの状
況を発信し、早急にごみの減量に取り組
むべきです。1日の焼却可能量を上回る
分のごみの再資源化に対し、市が自ら回
収することも視野に入れ、緊迫感を持って
対応したいと思います。
■その他の質問
・きめ細やかな情報の提供について

について、市長の所見を伺います。
市　長　何が起こるか分からない時代
の流れになっていますので、教育委員も
交えて検討していきたいと思います。また、
民間企業等にも協力をお願いし、奨学金
全体の充実を図っていきたいと考えてい
ます。
■その他の質問
・新型コロナウイルス感染症の福祉分
野での影響について
・発熱外来・PCR検査センターの設置
について
・地域防災計画等の見直し及び運用管
理について
・生涯学習の充実について

ている現状です。市内の状況は市のほう
がより理解していますので、積極的に要
望等を伝えながら、より良い協力関係を
築きたいと考えます。
議　員　これまで行ってきた本市独自の
施策および国・県との役割分担について、
市長の所見を伺います。
市　長　マスクの配布等、国の施策と重
複する部分もありますが、スピードを最重
要視して実施しました。感染症対策は国
が主体となって行うべきと思いますが、国
のスピード感のなさを市が補えればと考
えました。市の役割は、市民の生活に対す
る国の施策の隙間を埋めることだと思い
ます。

ごみの減量・再資源化の推進について

公明クラブ　前田　純也

本市における奨学金の効果的な運用につ
いて

創政クラブ　板橋　明

新型コロナウイルス感染症対策について

創政クラブ　今井　俊哉

議　員　本市における民間事業者等と
の包括連携協定の締結の現状と、取り組
み事例について伺います。
企画部長　民間企業4社、大学3校と締
結しています。直近の事例では、群馬銀行、
桐生信用金庫との連携による機能別消
防団員の指定等があります。
議　員　本市における災害時応援協定
の締結状況と取り組み事例、今後の方向
性について伺います。
総務部長　6月1日現在、58件を締結し
ています。令和元年東日本台風の際には、
消毒に使う石灰の購入と、その納品に係
るフォークリフトの借用を優先的に実施で
きました。災害時には必要物資の調達が
困難となりますが、それを協定により解決
できる等の重要性を認識しましたので、
今後も多業種との協定締結を目指したい
と考えています。
議　員　災害時応援協定が災害対応に
有効である一方、包括連携協定の締結を
増やすことは災害の未然防止につながる

と考えます。市の危機管理の在り方につ
いて市長の所見を伺います。
市　長　包括連携協定を防災と結び付
けるのは難しく、災害時応援協定とは別物
と考えています。防災の基本としては、個
人とそれを取り巻く地域が連携して対策
をしてほしいと思います。
議　員　居住実態の分からない世帯が
あることは、本市の危機管理を考える上
での大きな課題であると思いますが、市
長の所見を伺います。
市　長　プライバシーの問題等もあり、難
しい状況にありますが、今年度の国勢調
査によって把握できる世帯もあると考えて
います。

感染症拡大と自然災害を通じた本市の危
機管理・危機対応・危機対策について

立憲民主党　神谷　大輔

６月定例会  一般質問要旨
6月定例会では、6月12日、15日、16日の3日間にわたり15人の議員が一般質問を行い、太田市政の現状や将来に対する方針

などに関して活発な議論を展開しました。紙面の都合により、質問した議員に確認の上、1問を選び、質問と答弁の要旨を紹介し
ます。なお、一般質問の模様は、太田市議会ホームページ「インターネット中継」からご覧いただくことができます。また、本
定例会の正式な会議録は、市政情報コーナーや市立図書館、市議会ホームページ、議会事務局などで、9月下旬からご覧いただけ
ます。
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議　員　本市職員の夏季休暇の概要と、
その取得状況について伺います。
企画部長　7月から9月末までの期間で
5日間取得できる特別休暇制度です。令
和元年度における1人当たりの平均取得
日数は4.88日です。
議　員　本市職員の育児休業の取得率
を伺います。
企画部長　令和元年度における女性職
員の取得率は100％です。男性職員につ
いては、対象22人のうち4人が取得し、取
得率は18.2％です。
議　員　平成31年1月から1年間におけ
る、本市職員の年次有給休暇の平均取
得日数と、20日以上取得した人数および
割合、また、3日未満の取得であった人数
および割合について伺います。
企画部長　消防職員を除く一般行政職
員の平均取得日数は12.68日です。取
得日数が20日以上の職員数は73人、全
職員に占める割合は6.9％です。取得日
数が3日未満の職員数は17人、全職員

議　員　保育所等における新型コロナウ
イルス感染拡大防止のための本市の対
応について伺います。
福祉こども部長　特定教育・保育施設
等に対し、臨時休園や希望保育の実施要
請を行い、保護者に対しては登園自粛の
要請を行いました。さらに、保育士の業務
負担の軽減と保護者の経済的負担の軽
減のため、4月分の0～2歳児の利用者負
担額を全額免除としました。
議　員　国の令和2年度第2次補正予
算では、介護・障害福祉サービス施設の
事業所に勤務する職員に対して慰労金を
支給することが盛り込まれましたが、保育
所や学童保育等で働く方々への支給は

議　員　本市においては過去2回、経済
対策としてプレミアム金券を発行した実
績がありますが、そこから見出したプレミ
アム金券のメリット、デメリットおよび課題
について伺います。
産業環境部長　メリットとしては市民の消
費意欲に働き掛け、市内の消費拡大に効
果が見込めること等があります。一方、購
入資金が必要なために購入できない人も
いることや、使用が大型店舗に偏る等の
デメリットもあります。課題としては購入者
数の見通しが難しいことが挙げられ、令
和元年度の発行の際には半分以上の売
れ残りが発生しています。
議　員　新型コロナウイルス感染症に関

議　員　本市の学校給食を無償化した
場合、本年度での概算額を伺います。
教育部長　食材費として約10億円、調
理員の人件費および調理等の業務委託
料として約4億2千万円です。
議　員　学校給食の意義や目的につい
て教育長の所見を伺います。
教育長　適切な栄養摂取や、望ましい食
習慣の確立等の食育の役割等、給食の
果たす意義は大きいと考えています。
議　員　1951年にユネスコ等により各
国の文部省へ勧告された「学校給食及
び衣服に関する勧告第33号」について、
教育長の所見を伺います。
教育長　学校給食の自校方式や、その
運営費は行政が負担、給食は無償もしく
は安価であるべきとされており、本市も基
本的に自校方式で温かい給食を実施し
ています。運営費については行政が負担
し、食材費のみ保護者負担とすることが望
ましいと考えています。
議　員　新型コロナウイルス感染症の影

に占める割合は1.6％です。
議　員　夏季休暇や育児休業に比べ、
年次有給休暇の取得状況には職員間で
大きな差があります。新たな休暇制度を
設立する等、改善が必要と考えますが、市
長の所見を伺います。
市　長　年次有給休暇は自らの意思で
取得するものですので、無理強いする必
要はないと思いますが、休暇を取得しやす
い環境づくりのため、所属長から取得を
促すことが必要と考えます。
■その他の質問
・ウィズコロナによる職員の働き方改
革について
・時間外勤務について

含まれていません。かつてない緊張感の
中、保育所や学童保育、こどもプラッツ等
で子どもたちを預かり、社会が停滞しない
ように支えてくださった方々に慰労の意味
を込めて、何らかの形で給付を行うべきと
考えますが、市長の所見を伺います。
市　長　乳幼児から小中学生まで、子ど
もたちに関わってくれた方々は非常に多く
います。予算に限りがある中、国の対応が
1つの基準になると考えます。国としては、
保育士等も当然に、日常の中で新しい生
活様式を実践すべきという考えを表した
のだと思いますので、市独自ではなく全
国一律の対応をするのが適切と考えます。
■その他の質問
○きめ細やかな子育て支援について
・ひとり親家庭の支援について
・多胎児支援について
○こども食堂等と連携した支援対象児
童等見守り強化事業について

し、今後は経済対策が必要と考えます。例
えば、プレミアム金券の発行には、過去の
実績から見積もると10億円程度を要する
と思われますが、経済対策のため、そのよ
うな大規模な予算を編成することについ
て所見を伺います。
産業環境部長　全国的に感染拡大が収
束せず、いまだ緊急支援の段階にありま
す。経済対策については次の段階におい
て必要になると考えています。
議　員　スピード感のある経済対策の実
行について市長の所見を伺います。
市　長　国が特別定額給付金等の大規
模な対策を行っていますので、それを消費
に向けてもらうことが最適と考えます。市と
しては、高校生以下の子どもがいる家庭
に1万円の食事券を配布しますので、自ら
買って使う金券よりも使いやすく、厳しい
状況にある飲食業の方々への支援にもな
ると思います。
■その他の質問
・本市の都市計画について

響等により、経済的に大きな不安を抱え
ている子育て世帯のためにも、学校給食
の完全無償化を実施すべきと考えますが、
市長の所見を伺います。
市　長　現在、就学援助制度における要
保護者、準要保護者や、第3子以降の給
食費の負担はありません。私も食育は無
償であるべきと思いますが、市で実施する
には負担が大きすぎるため、現行制度を
継続しつつ、国の動向を見ながら考えて
いきたいと思います。
■その他の質問
・雨水の利用促進について
・風水害発生時における避難所の確保
と情報伝達のあり方について

働き方改革について
―休暇について―

太田クラブ　大川　敬道

保育所等における新型コロナウイルスの
対応について

公明クラブ　高橋　えみ

本市の経済対策について

創政クラブ　矢部　伸幸

学校給食費の無償化について

日本共産党　石井　ひろみつ
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議　員　（仮称）市民体育館（以下：新
体育館）の建設に当たり、企業版ふるさと
納税の活用が可能であるという根拠を伺
いま す。
文化スポーツ部長　国から認定を受け、
寄付方法を寄付者と協議中で、担当課で
は企業版ふるさと納税の受け皿となる基
金条例の制定を検討しています。
議　員　クレインサンダーズの今の本拠
地とされる前橋市民体育館の集客数と、
本市の新体育館での集客数の見込みを
伺います。　
文化スポーツ部長　昨シーズンの前橋で
の1試合の平均観客数は1,376人、本市
の新体育館は5千人収容を考えています。
議　員　本市の新体育館でのクレインサ
ンダーズの集客数は見込まれていないこ
とになりますが、クレインサンダーズ以外の
プロスポーツの利用は見込まれているの
でしょうか。
文化スポーツ部長　決まっていません。
議　員　新型コロナウイルス感染症で企

議　員　市街地再開発事業の認可の概
要について伺います。
都市政策部長　民間事業者が第一種市
街地再開発事業の認可を受け、浜町第
二地区および太田駅南口第四地区にお
いて、住居や商業施設、立体駐車場等を
施工する予定です。
議　員　新型コロナウイルス感染症によ
り、長期休業を余儀なくされた企業も多く、
市税の減少は避けられませんが、自然災
害の発生や新型コロナウイルス感染症の
第2波を考慮し、財政調整基金は十分に
温存すべきです。今後の新型コロナウイル
ス感染症対策のための予算措置につい
て所見を伺います。
総務部長　新型コロナウイルス感染症に
よる影響は、過去のリーマンショックや東
日本大震災よりも大きいと思われます。新
年度予算の編成は大変厳しい状況が見
込まれますが、市民生活への支援や中小
企業者への経済対策等について、さらな
る支援を見据えて柔軟に対応したいと考

議　員　新型コロナウイルス感染症対策
として、国から自治体へ交付される地方
創生臨時交付金に対する本市の対応に
ついて伺います。
企画部長　当該交付金の活用に当たり、
市独自の感染拡大予防や生活支援等の
各種事業を実施計画として策定し、5月
下旬に約7億4,700万円を国に申請しま
した。ただし、交付には市町村ごとの限度
額があり、今回の本市の限度額は約3億
3,600万円です。今後、国の2次補正予
算による当該交付金の詳細を確認し、必
要な生活支援や経済対策を講じていきた
いと考えています。
議　員　新型コロナウイルス感染症の第
2波へ備えて、地方創生臨時交付金を活
用して災害時の避難所の備蓄をすべきと
考えますが、所見を伺います。
総務部長　災害時に避難所が過密にな
らないよう、可能な限り多くの避難所を開
設するため準備を進めています。当該交
付金を有効に活用し、テントタイプの間仕

業収益が悪化し、予定した企業版ふるさ
と納税が確保できないこともあり得ますが、
所見を伺います。
市　長　クレインサンダーズの誘致でプ
ロスポーツを中心としたまちの活性化に
寄与したいと考えています。
■その他の質問
・新型コロナウイルスから市民と業者
を守る対策について
・新型コロナウイルスから児童・生徒
を守る対策について
・スケートパーク建設の中止・凍結に
ついて
・浜町地区・太田駅南口における市街
地再開発事業の中止・凍結について

えます。市独自の事業を実施する場合の
財源は、財政調整基金からの繰り入れを
考えています。
議　員　新型コロナウイルス感染症によ
る影響を考慮し、今年度の再開発事業等
の実施を延期して、市民生活や感染症対
策を優先させることが望ましいと考えます
が、市長の所見を伺います。
市　長　多くの事業に国の補助金が付
いており、それを一度断ってしまうと、次も
付けてもらえる確証がありません。また、景
気が落ち込んだときには、社会に仕事を
与えるべきだと思いますので、補助金を活
用できる事業は積極的に進め、良いまち
をつくりたいと考えます。

切り等を備蓄することを検討しています。
議　員　今後は、新しい生活様式を実践
しながら経済を立て直すことが求められま
す。企業支援や困窮している人への支援
等、国や県の政策に置き去りにされない、
きめ細かな支援が必要と考えますが、市
長の所見を伺います。
市　長　地方創生臨時交付金を活用し、
国や県からの支援の穴埋めのみならず、
市のさらなる発展につながる事業を行っ
ていきたいと考えます。
■その他の質問
・教育行政における課題と今後の対応
について

大型公共事業の中止・凍結について

日本共産党　水野　正己

新型コロナウイルス感染症対策の現状と
今後について

創政クラブ　大川　陽一

新型コロナウイルス感染症に伴う諸課題
と支援策について

公明クラブ　星野　一広

次の議案を審査しました委員会
で　は

　本会議で各常任委員会に付託された議案の審査結果について、定例
会最終日に行われた委員長報告から要旨を抜粋してお知らせします。

総務企画委員会
■太田市事務分掌条例の一部改正につ
いて
説明　令和2年度の組織改正に伴い、市
民生活に直結した防犯に関する事項を総
務部から市民生活部に移管するため、所
要の改正を行います。
問 今後の防災および防犯分野におけ
る連携について伺います。
答 事務分掌上は分かれていますが、市
として行う業務には変わりないため、いか
なる場面においても連携を密にし、また、
災害下での犯罪の発生リスクも考えられ
るため、そのような状況下での業務の連
携については、特に注視していきたいと考
えます。
問 これまで防災と防犯に関する事項を
併せて所管していた理由を伺います。
答 過去には別々の部局において所管し

ていましたが、両分野とも市民生活に密
着しており、かつ密接な関係にあるものと
して捉え、同一の課における所管とした経
緯があります。しかし、昨年度に発生した
災害等を教訓に、防災に特化した部署の
必要性が高まったこと、また、区長会と連
携し、さらなる防犯の取り組み強化を図る
ため、本条例の改正に至りました。
審査結果　原案可決

■太田市市税条例の一部改正について
説明　地方税法等の一部を改正する法
律が本年3月31日に公布されたこと、お
よび、新型コロナウイルス感染症緊急経
済対策における税制上の措置として地方
税法等の一部を改正する法律が令和2
年4月30日に公布されたことに伴い、所
要の改正を行います。
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問 現行の制度下における登記簿上の
所有者が死亡した場合の手続きについて
伺います。
答 所有者が死亡した場合には相続人
代表指定届の提出を依頼し、提出があっ
た場合には指定された人に対して納税通
知書を送付していますが、中には相続人
代表指定届が未提出の場合や、調査を
行っても相続人が見つからないケースが
あります。その際には課税を保留し、相続
人が見つかり次第、課税する方法を取っ
ています。
問 本市における所有者不明土地への
課税状況について伺います。
答 現在、納税通知書を送付したにもか
かわらず通知書が戻ってきてしまう場合
等には、相続人等の調査を実施していま
すが、相続人等の特定までには至らず、
送付先が不明となっている事案が一定数
存在します。なお、本条例改正により、登
記の有無によるだけでなく、使用の実態
があれば課税できるようになり、公平性が
増すものと考えています。
審査結果　原案可決

■太田市都市計画税条例の一部改正に
ついて
説明　新型コロナウイルス感染症等に係
る中小事業者等の事業用家屋および償
却資産に対する固定資産税および都市
計画税の課税標準の特例の新設に伴う
規定の整備等、所要の改正を行います。
審査結果　原案可決

■太田市公民館条例の一部改正につい
て
説明　太田市藪塚本町中央公民館の多
目的室および第2多目的室の使用料に
関する規定を新たに設けるため、所要の
改正を行います。
問 当該公民館における多目的室およ
び第2多目的室のこれまでの使途につい
て伺います。
答 以前は、各部屋を図書室や展示ス
ペースとして使用していましたが、現状で
は会議等での使用に供することができる
ようになっています。
問 他の公民館においても、当該公民館
と同様に貸し出しを行うことのできる部屋
が残っているのか伺います。
答 他の公民館においては、現在、貸し出
しを行うことのできる部屋は残っておらず、
市民の利用に供することのできる部屋は、
全て条例整備がなされています。
審査結果　原案可決

■太田市立幼稚園設置条例の一部改正
について
説明　現在、市立幼稚園として運営して
いる3幼稚園のうち、太田市立生品幼稚
園および太田市立綿打幼稚園について、
令和3年4月から公私連携幼保連携型認
定こども園として新たに開設するため、別
表から当該2園の規定を削ります。なお、
附則において、当該2園の園児送迎バス
の使用料について定める太田市立幼稚
園園児送迎バス使用料徴収条例の廃止
を併せて行います。
問 民営化後の当該2園の土地や建物
等の管理責任の所在について伺います。
答 当該2園の土地や建物等は、8年間
の無償貸与を予定しており、最終的な管
理責任は、所有者である市が負うことにな
りますが、修繕等の費用負担については、
協定により取り決めを行います。
問 本市で行った当該2園の直近の大
規模改修工事について伺います。
答 太田市立綿打幼稚園は、本年度事
業として大規模改修工事を実施している
ところであり、契約金額は9,900万円と
なっています。また、太田市立生品幼稚園
は、平成30年度に大規模改修工事を実
施し、その工事費は4,667万7,600円で
した。
審査結果　原案可決

■太田市放課後児童クラブ条例の一部
改正について
説明　太田市太田東小放課後児童クラ
ブおよび太田市韮川西小放課後児童ク
ラブを廃止し、太田市北の杜

もり

学園放課後
児童クラブ、太田市北の杜学園第2放課
後児童クラブおよび太田市藪塚本町南
第2放課後児童クラブを新設することに
伴い、所要の改正を行います。
問 新型コロナウイルス感染症の影響に
より分散登校が必要とされた場合、また
は校舎建設工事が太田市北の杜学園の
開校に間に合わなかった場合は、本年度
末をもって廃止とされる太田市立太田東
小学校、太田市立韮川西小学校、太田市
立北中学校の校舎を使用せざるを得ない
と想定され、その際は、放課後児童クラブ
についても、本案で廃止が検討されてい
る2クラブの建物を使用する場合もあるの
ではないかと危惧しますが、所見を伺いま
す。
答 そのような事態が発生しないよう、工

青木泰孝氏に無償で譲渡します。
問 当該施設が設置されている土地に
ついて伺います。
答 土地面積は330.13平方㍍であり、
群馬県から無償で借用しています。

■太田市職員の特殊勤務手当に関する
条例の一部改正について
説明　新型コロナウイルス感染症が急速
に拡大し、病院や宿泊施設等での患者収
容の増加が見られることに鑑み、当該感
染症により生じた事態に対処するための
防疫作業手当の特例の一部が改正され、
支給対象となる作業内容の要件について、
国民の生命および健康を保護するために
緊急に行われた措置に係る作業に従事し
たときは、防疫作業手当の支給対象とす
ることとされたことから、本市においても当
該改正内容に準じ、所要の改正を行いま
す。
問 防疫作業手当の支給対象と当該手
当を支給することを判断するタイミングに
ついて伺います。
答 生命および健康を保護するための措
置を受けた者が、後に医師の判断でPCR
検査を受けることになった場合、当該措置
に従事した者は支給の対象となり、その
中でも勤務時間の大半にあたる4時間以
上にわたり、PCR検査を受けることになっ
た者の身体に接して行う作業に従事した
者等については、日額4千円の防疫作業
手当の支給対象になります。
問 防疫作業手当の支給対象となる消
防職員の範囲について伺います。
答 現在、本市消防本部では、事案によ
り救急隊と消防隊が一緒に出動するPA
連携を行っており、その場合においても本
条例に規定する作業に従事した全ての者
が支給の対象になります。
審査結果　原案可決

■太田市いじめ問題専門委員会条例の
一部改正について
説明　いじめ防止対策推進法第30条第
2項の規定により、太田市いじめ問題専
門委員会が行った重大事態に係る事実
関係の調査結果について再調査を行う
際に設置する、太田市いじめ再調査委員
会に関する規定の整備等、所要の改正を
行うとともに、太田市特別職の職員で非
常勤のものの報酬及び費用弁償に関す
る条例についても改正の必要が生じるこ
とから、本改正条例の附則により所要の
改正を行います。
問 いじめ問題専門委員会およびいじめ
再調査委員会の委員の委

い

嘱
しょく

について伺
います。
答 いじめ問題専門委員会は、弁護士1
人、医師1人および学識経験者3人の合
計5人の委員を任期ごとに委嘱しますが、
いじめ再調査委員会は、委員の構成は同
じであるものの、必要な場合に市長の求
めに応じて設置される委員会であり、いじ
め問題専門委員とは別の委員が新たに
委嘱されます。
審査結果　原案可決

■財産の無償譲渡について
説明　令和2年3月31日をもって廃止し
た旧太田市東毛林間学校の艇

てい

庫
こ

棟
とう

を、
今後予定している解体の経費を削減する
ため、赤城大沼漁業協同組合代表理事

事等を進めており、仮に廃止決定後の放
課後児童クラブの建物を使用することと
なった場合は、条例改正等の手続きにつ
いて適正に対応します。
審査結果　原案可決

■太田市放課後児童健全育成事業の設
備及び運営に関する基準を定める条例
の一部改正について
説明　厚生労働省令である「放課後児
童健全育成事業の設備及び運営に関す
る基準」が改正され、放課後児童支援員
認定資格要件である研修を、本年度から
中核市の長も実施できることとされたこと
に伴い、条例においても同様の規定の整
備を行います。
問 本市の放課後児童クラブにおける放
課後児童支援員の当該研修の受講状況
について伺います。
答 本市における放課後児童支援員
172人全員が当該研修を受講済みです。
審査結果　原案可決

■太田市国民健康保険条例の一部改正
について
説明　新型コロナウイルス感染症に係る
国民健康保険の被保険者等に対し傷病
手当金を支給するため、必要な規定を設
けます。
問 社会保険における新型コロナウイル
ス感染症に係る傷病手当金制度との相
違点について伺います。
答 一例として、傷病手当金の額の算出
に用いる被用者の給与収入の合計額の
対象となる期間が異なる点が挙げられま
す。
問 本来、社会保険に加入すべき人から
当該傷病手当金の申請があった場合の
対応について伺います。
答 国民健康保険における当該傷病手
当の支給と並行しながら、国民健康保険
適用適正化事業を継続していきます。
審査結果　原案可決

■太田市国民健康保険税条例の一部改
正について
説明　国民健康保険税の減免において、
刑事施設等に収容されている被保険者
に係る遡

そ

及
きゅう

減免および新型コロナウイル
ス感染症の影響により収入が減少した被
保険者等に係る減免を行えるようにする
ため、所要の改正を行います。
問 新型コロナウイルス感染症の影響に
よる国民健康保険税の減免額の判定を
する際の、世帯の主たる生計維持者の収
入減少の割合の算定については、本年の
一定期間の収入から1年間の収入見込
み額を算出し、前年の収入と比較して判
定するものと思われますが、収入の減少
割合の算定に用いる期間をどのように設

問 無償譲渡することにより経費削減と
なる解体費用の額を伺います。
答 解体工事の設計をしたところ、直接
工事費で251万円になります。
審査結果　原案可決

健康福祉委員会

市民文教委員会
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■太田市公園条例の一部改正について
説明　老朽化している太田市運動公園
の施設改修に伴い、建築面積の特例およ
び運動施設のバリアフリー化や地域の実
情に対応した施設とするための運動施設
に関する特例を設けます。
問 太田市運動公園の敷地に占める公
園施設の建築面積および運動施設の割
合の現状と、改正を行う趣旨を伺います。
答 現在の太田市運動公園における建
ぺい率は9.02％、運動施設率は49. 
37％となっています。今後において、市民
体育館の建て替え、サッカー・ラグビー場
の整備等による建築面積の増加を見込む
とともに、サブグラウンドの既存施設を解
体後、跡地に新市民体育館を建設する等、
運動施設の面積を考慮する必要がある
ため、改正するものです。
問 本改正の根拠となる都市公園法施

定するのか伺います。
答 収入の減少割合の算定に用いる期
間の設定は各自治体に委ねられているこ
とから、今後、要領等により公平性を考慮
した適切な期間を定めていきたいと考え
ます。
問 新型コロナウイルス感染症の影響に
より国民健康保険税が全額免除となる要
件について伺います。
答 国の基準により行います。
審査結果　原案可決

■太田市介護保険条例の一部改正につ
いて
説明　令和元年10月の消費税の引き上
げに合わせた介護保険法施行令及び介
護保険の国庫負担金の算定等に関する
政令の一部改正に伴い、国の基準に準拠
して、介護保険料区分の第1段階から第
3段階までの、市民税世帯非課税である
低所得者層の保険料を軽減します。
問 第1号被保険者の総数および介護

行令における参
さん

酌
しゃく

基準の限度について伺
います。
答 公園敷地に占める体育施設の建築
面積の割合は100分の20となり、運動施
設の割合は従前、100分の50とされてい
ましたが、東京2020オリンピック開催を
見据えて、制限が緩和されています。地域
の実情に応じた管理となるよう勘案した
結果、太田市運動公園に限り、それぞれ
の割合を改正します。
審査結果　原案可決

保険料区分のうち、第1段階から第3段階
の対象人数を伺います。
答 第1号被保険者である65歳以上の
被保険者数は、令和2年3月末現在で約
5万7千人となり、そのうち第1段階の対
象者は約7,400人、第2段階の対象者は
約4,200人、第3段階の対象者は約
3,500人です。
問 本条例改正に伴う保険料の軽減総
額およびその徴収分を補うための公費負
担について伺います。
答 低所得者に対する介護保険料軽減
強化に伴う公費負担の割合は、国が2分
の1、県が4分の1、市が4分の1とされて
おり、本市の負担分は約2千万円と想定
しています。
問 本年度末の介護保険基金残高見込
みについて伺います。
答 本年度は約2億9千万円の取り崩し
を予定しており、本年度末の基金残高は
約4億9千万円と見込んでいます。
審査結果　原案可決

都市産業委員会

5月臨時会5月臨時会

番　　号 件　　　　　　　　　　名 付 託 先 審議結果 採決結果

議案第40号 太田市教育委員会教育長任命の同意について 省略 同意 賛成全員
議案第41号 太田市監査委員選任の同意について 省略 同意 賛成全員
議案第42号 太田市固定資産評価員選任の同意について 省略 同意 賛成全員

議案第43号 令和元年度太田市一般会計補正予算（第7号）についての
専決処分について 省略 承認 賛成全員

議案第44号 令和元年度太田市国民健康保険特別会計補正予算（第3
号）についての専決処分について 省略 承認 賛成全員

議案第45号 令和元年度太田市住宅新築資金等貸付特別会計補正予算
（第2号）についての専決処分について 省略 承認 賛成全員

議案第46号 令和元年度太田市後期高齢者医療特別会計補正予算（第3
号）についての専決処分について 省略 承認 賛成全員

議案第47号 令和元年度太田市八王子山墓園特別会計補正予算（第2
号）についての専決処分について 省略 承認 賛成全員

議案第48号 令和元年度太田市介護保険特別会計補正予算（第5号）に
ついての専決処分について 省略 承認 賛成全員

議案第49号 令和元年度太田市太陽光発電事業特別会計補正予算（第2
号）についての専決処分について 省略 承認 賛成全員

議案第50号 太田市市税条例等の一部を改正する条例についての専決
処分について 省略 承認 賛成多数

議案第51号 太田市都市計画税条例の一部を改正する条例についての
専決処分について 省略 承認 賛成全員

議案第52号 太田市国民健康保険税条例の一部を改正する条例につい
ての専決処分について 省略 承認 賛成多数

議案第53号 太田市市税条例の一部を改正する条例についての専決処
分について 省略 承認 賛成全員

議案第54号 令和2年度太田市一般会計補正予算（第2号）について 省略 可決 賛成全員
議案第55号 市長等の給与の臨時特例に関する条例の制定について 総務企画 可決 賛成全員

５月臨時会《市長提出議案》

　議長　久保田　俊　　副議長　正田　恭子　　監査委員　白石 と子

（令和２年５月15日　選任）

委 員 会 名 委　　　　員　　　　名

議会運営委員会

◎ 岩﨑喜久雄 ○ 今井　俊哉

水野　正己 星野　一広 矢部　伸幸 大川　陽一

町田　正行 木村　康夫

総務企画委員会

◎ 髙藤　幸偉 ○ 松浦　武志

神谷　大輔 前田　純也 木村　浩明 矢部　伸幸

岩﨑喜久雄 山田　隆史

市民文教委員会

◎ 渡辺謙一郎 ○ 長ただすけ

石井ひろみつ 今井　俊哉 星野　一広 久保田　俊

斎藤　光男 白石 と子

健康福祉委員会

◎ 高橋　えみ ○ 松川　　翼

水野　正己 中村　和正 大川　陽一 正田　恭子

木村　康夫

都市産業委員会

◎ 高田　　靖 ○ 八長　孝之

高木きよし 板橋　　明 大川　敬道 尾内　謙一

町田　正行 　

公共交通対策
調査特別委員会

◎ 中村　和正 ○ 板橋　　明

石井ひろみつ 前田　純也 松浦　武志 木村　浩明

髙藤　幸偉 山田　隆史

議会改革推進
特 別 委 員 会

◎ 矢部　伸幸 ○ 大川　敬道

松川　　翼 長ただすけ 八長　孝之 水野　正己

高橋　えみ 高木きよし 今井　俊哉 渡辺謙一郎

岩﨑喜久雄 斎藤　光男

◎委員長　○副委員長

※委員名欄の委員につきましては、議席番号の昇順で記載してあります。

常任委員会等委員一覧表

　5月15日に開催された臨時会では、副議長の選挙を行い、第17代副議長に正
田恭子議員が当選しました。また、議会選出の監査委員として白石 と子議員の選
任が同意されました。
　また、市長から提出された「太田市教育委員会教育長任命の同意について」など、
16議案を審議し、同意または承認しました。

全国市議会議長会表彰
　5月27日に開催された全国市議会議長会定期総会において、長年にわたり
議会制度の高揚、地域振興および住民福祉の向上に寄与し、功績のあった2
人の議員に対して表彰状の授与がありました。

特別表彰

一般表彰

白 石 　と子 議員 （在職25年）
木 村 康 夫 議員 （在職15年）
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（令和２年５月14日　現在）

会　派　名 氏　　　　　　名

太 田 ク ラ ブ
（12名）

○ 町田　正行 八長　孝之 木村　浩明
中村　和正 渡辺謙一郎 大川　敬道
岩﨑喜久雄 斎藤　光男　 正田　恭子　
山田　隆史 木村　康夫 白石 と子

創 政 ク ラ ブ
（11名）

○ 大川　陽一 松川　　翼 長ただすけ
松浦　武志 高木きよし 板橋　　明
今井　俊哉 高田　　靖 髙藤　幸偉
矢部　伸幸 久保田　俊

公 明 ク ラ ブ
（３名） ○ 星野　一広 前田　純也 高橋　えみ

日 本 共 産 党
（２名） ○ 水野　正己 石井ひろみつ

○印は代表者

会　　名 氏　　　　　　名

市 民 の 会 尾内　謙一

立 憲 民 主 党 神谷　大輔

会 派 ・ 会 名 簿
（令和２年５月15日　選任）

名　　　　称 氏　　　　　　名

太田市外三町広域
清 掃 組 合 議 会

久保田　俊 石井ひろみつ 前田　純也

矢部　伸幸 山田　隆史 町田　正行

群馬県後期高齢者
医療広域連合議会 久保田　俊

太 田 市
都 市 計 画 審 議 会

久保田　俊 高橋　えみ 高田　　靖

渡辺謙一郎 髙藤　幸偉

太 田 市
土地開発公社

理
事

久保田　俊 高橋　えみ 高田　　靖

渡辺謙一郎 髙藤　幸偉

監
事 町田　正行

群 馬 東 部 水 道
企 業 団 議 会 久保田　俊 大川　陽一 木村　康夫

一部事務組合・審議会委員一覧表

議案の審議結果をお知らせします

番　　号 件　　　　　　　　　　名 付 託 先 審議結果 採決結果
報告第1号 令和元年度太田市一般会計継続費繰越計算書について － 報告 －
報告第2号 令和元年度太田市一般会計繰越明許費繰越計算書について － 報告 －

報告第3号 令和元年度太田市太陽光発電事業特別会計繰越明許費繰越計算書に
ついて － 報告 －

報告第4号 令和元年度太田市下水道事業等会計継続費の繰越しについて － 報告 －
報告第5号 令和元年度太田市下水道事業等会計予算の繰越しについて － 報告 －
議案第56号‒
第74号 太田市農業委員会委員任命の同意について 省略 同意 賛成全員

議案第75号‒
第79号 人権擁護委員候補者の推薦について 省略 可決 賛成全員

議案第80号 令和2年度太田市一般会計補正予算（第3号）について 省略 可決 賛成全員
議案第81号 令和2年度太田市国民健康保険特別会計補正予算（第1号）について 省略 可決 賛成全員
議案第82号 太田市事務分掌条例の一部改正について 総務企画 可決 賛成全員
議案第83号 太田市市税条例の一部改正について 総務企画 可決 賛成多数
議案第84号 太田市都市計画税条例の一部改正について 総務企画 可決 賛成全員
議案第85号 太田市公民館条例の一部改正について 市民文教 可決 賛成全員
議案第86号 太田市いじめ問題専門委員会条例の一部改正について 市民文教 可決 賛成全員
議案第87号 太田市立幼稚園設置条例の一部改正について 健康福祉 可決 賛成多数
議案第88号 太田市放課後児童クラブ条例の一部改正について 健康福祉 可決 賛成多数

議案第89号 太田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正について 健康福祉 可決 賛成全員

議案第90号 太田市国民健康保険条例の一部改正について 健康福祉 可決 賛成全員
議案第91号 太田市国民健康保険税条例の一部改正について 健康福祉 可決 賛成全員
議案第92号 太田市介護保険条例の一部改正について 健康福祉 可決 賛成全員
議案第93号 太田市公園条例の一部改正について 都市産業 可決 賛成全員
議案第94号 財産の取得について 省略 可決 賛成多数
議案第95号 財産の無償譲渡について 市民文教 可決 賛成全員

議案第96号 太田市運動公園陸上競技場建設工事請負契約締結についての変更について 省略 可決 賛成全員

議案第97号 太田市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部改正について 総務企画 可決 賛成全員
議案第98号 太田市立太田高等学校武道館建設建築工事請負契約締結について 省略 可決 賛成全員
議案第99号 令和2年度太田市一般会計補正予算（第４号）について 省略 可決 賛成全員

《市長提出議案》

番　　号 件　　　　　　　　　　名

陳情第6号 基礎的財政収支黒字化目標を撤廃するよう国に意見書を提出するよう求めることについて

陳情第7号 インフレ率2％を達成するまで消費税を凍結するよう国に意見書を提出するよう求めることに
ついて

陳情第8号 安藤提言を早急に実行するよう国に意見書を提出するよう求めることについて
陳情第9号 太田市役所ISO運営に関することについて
陳情第10号 2020年国民平和大行進などへの協力のことについて

《陳　情》

６月定例会の

議会報告会・意見交換会

　市政の身近なテーマについて、市民の皆さまに気軽に意
見を出していただく、ワークショップを開催します。暮ら
しやすい太田市について、議員と一緒に考えてみませんか。

【日　　時】　令和2年11月6日（金）
　　　　　　午後6時30分～ 8時30分まで
【会場・テーマ】　太田行政センター　「災害対策について」
　　　　　　　　九合行政センター　「子育てについて」
　　　　　　　　鳥之郷行政センター　「ごみ対策について」
【対　　象】　市内在住の人
【定　　員】　各会場　20人
　※ 申込者が定員を超えた場合は抽選とし、抽選結果は申込者全
員に通知します。

【申込期間】　令和2年8月17日（月）から
　　　　　　令和2年10月9日（金）まで
【申込方法】　 下記の申込先へ電話、FAX、郵便、電子メー

ルのいずれかの方法でお申し込みください。
　　　　　　 申し込みに際しては、①氏名　②住所　③電

話番号　④参加したいテーマの会場名（第2
希望・第3希望があれば、その会場名）をお
知らせください。

【申 込 先】　太田市議会事務局
　　　　　　〒373-8718
　　　　　　太田市浜町2番35号
　　　　　　  0276-47-1806
　　　　　　  0276-47-1860
　　　　　　E-mail：otagikai@mx.city.ota.gunma.jp
【そ の 他】　 新型コロナウイルスの影響により中止する場

合があります。

みんなで一緒に
考えよう !!

ワークショップに
参加しませんか？
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